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１． 廃炉への取り組み ２． 燃料デブリの取り出し

■廃止措置等に向けた中長期ロードマップ

資料提供：東京電力ホールディングス（株）

「福島第一原子力発電所は、今」 
～あの日から、明日へ～（ver.2022.11）

　　東京電力ホールディングス（株）

動画

■福島第一原子力発電所各号機の状況

資料提供：東京電力ホールディングス（株）
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２０２１年内※４

２０２１年度頃

２０２８年度内

■各号機の炉心・格納容器内の燃料デブリ分布の推定

汚染水発生量を１５０m３/日程度に抑制※１ 

汚染水発生量を１００m３/日程度に抑制※１ 

１～６号機燃料取り出しの完了

１号機大型カバーの設置完了

１号機燃料取り出しの開始※３

２号機燃料取り出しの開始※３

初号機の燃料デブリ取り出しの開始
（２号機から着手。段階的に取り出し規模を拡大）

処理・処分の方策とその安全性に関する技術的な見通し

ガレキ等の屋外一時保管解消

建屋内滞留水処理完了※２ 

原子炉建屋滞留水を
２０２０年末の半分程度に低減

汚染水対策

燃料取り出し

燃料デブリ取り出し

廃棄物対策

滞留水処理

安定化に向けた取り組み
冷温停止状態達成
･放出の大幅抑制

第１期
使用済燃料取り出し

開始までの期間（２年以内）

第２期
燃料デブリ取り出しが開始

されるまでの期間（１０年以内）

第３期
廃止措置終了までの期間
（３０～４０年後）

３０～４０年後▲２０３１年末▲２０２１年１２月▲２０１３年１１月▲
（４号機燃料取り出し開始）

２０１１年１２月▲

時期内容分野

第３ー①期

※1 更なる発生量の低減
※2 1～3号機原子炉建屋、プロセス建屋、高温焼却炉建屋を除く
※3 安全確保・飛散防止対策のため工法変更
※4 新型コロナウイルス感染拡大の影響および作業の安全性と確実性を高めるため、2023年度後半目途の着手へ工程を見直し

2014年1月31日付で廃止。
今後、研究開発等の実証試験で活用することを検討。
20２２年８月より使用済燃料の取り出し開始。

2014年1月31日付で廃止。
今後、研究開発等の実証試験で活用することを検討。

2012年4月19日付で廃止。
2011年3月11日の地震発生時は定期検査のため運転停止中。
そのため、原子炉内に燃料は無く、建屋内に隣接する使用済燃料プールに1,535本の燃料が存在して
いた。3号機からダクトを通じて流れ込んだ水素の影響で建屋は爆発したものの、2014年12月に使用
済燃料プールにあった全ての燃料を建屋外に取り出し完了。

2012年4月19日付で廃止。
2011年3月11日の地震発生時は運転中。
制御棒を挿入し「止める」ことに成功。
その後、津波により電源を失い原子炉を「冷やす」ことができず、水素爆発により放射性物質を「閉じ込
める」機能も喪失。2019年4月に、使用済燃料プールからの燃料取り出し作業を開始し、2021年2月
に使用済燃料プールにあった全ての燃料を建屋外に取り出し完了。

2012年4月19日付で廃止。
2011年3月11日の地震発生時は運転中。
制御棒を挿入し「止める」ことに成功。
その後、津波により電源を失い原子炉を「冷やす」ことができなくなり、水素が発生。隣接する1号機の水素爆
発の影響により原子炉建屋の壁の一部が破損したため、水素爆発まで至らなかったが、この破損部分より放射
性物質が環境に放出した。オペレーティングフロアの調査結果を踏まえ、原子炉建屋上部を解体せず、建屋南
側に「燃料取り出し用構台（構台・前室）」を建設して建屋へアクセスし、燃料を搬出する計画。

2012年4月19日付で廃止。
2011年3月11日の地震発生時は運転中。
制御棒を挿入し「止める」ことに成功。
その後、津波により電源を失い原子炉を「冷やす」ことができず、水素爆発により放射性物質を「閉じ込
める」機能も喪失。今後の燃料取り出しに向け、建屋全体を覆う大型カバーを設置し、大型カバーの中
で、ガレキ撤去等を行う計画。

取り出しを進めながら徐々に得られる情報に基づいて、柔軟に方向性を調整します。ステップバイステップのアプローチ

１号機
圧力容器内には
ほぼない状態。
ほとんどは格納
容器内に溶け落
ちている。

2号機
圧力容器底部に
多くある状態。
格納容器内には
少ない。

3号機
圧力容器内には
少ない。
格納容器内には
ある程度存在す
る。

資料提供：東京電力ホールディングス（株）

■燃料デブリ取り出し方針

資料提供：東京電力ホールディングス（株）

方針1
準備工事から燃料デブリ取り出し工事、搬出・処理・保管および片付けまで、全体最適化を目指した
総合的な計画として検討を進めます。廃炉作業全体の最適化方針2
燃料デブリが存在する部位に応じた最適な工法を組み合わせ、格納容器底部は横、圧力容器内部
は上からアクセスする工法を軸に検討します。複数工法の組み合わせ方針3
原子炉格納容器を水で満たす冠水工法は技術的な難度が高いため、気中工法に軸足を置いて取り
組みを進めます。気中工法に重点を置いた取り組み方針4
迅速に燃料デブリのリスクを低減する観点から、まず、原子炉格納容器底部にある燃料デブリを
横から取り出します。

原子炉格納容器底部に横からアクセスする
燃料デブリ取り出しの先行方針5

1号機

2号機

3号機

4号機

5号機

6号機

＜主な目標工程＞

福島第一原子力発電所
・1号機側
・４号機側

ライブカメラ

燃料デブリ

ペデスタル

原子炉
格納容器

原子炉
圧力容器

ペデスタル

原子炉
格納容器

原子炉
圧力容器

燃料デブリ

ペデスタル

原子炉
格納容器

原子炉
圧力容器

燃料デブリ

事故当時 現　在

事故当時 現　在

事故当時 現　在

現　在

現　在

事故当時 建屋上部から撮影 現　在

東京電力ホールディングス（株）

福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
の
廃
止
措
置
に
向
け
た
取
り
組
み

　福島第一原子力発電所では、事故により溶けて固まっ
た燃料を取り出し、原子炉建屋の内部の配管や容器など
を解体・撤去する作業が進められています。
　この作業が完了する期間は、３０～４０年間と見込ま
れています。国内の技術だけではなく、世界の英知を結
集して、安全確保を最優先に、放射性物質によるリスク
から人と環境を守る廃炉の作業が進められています。
　２０１１年１２月２１日、原子力災害対策本部の政府・東京
電力中長期対策会議において「中長期ロードマップ」が制
定されました。その後、廃炉作業の進展にともない明らかに
なってきた現場の状況なども踏まえ、継続的な見直しが行
われています。

１～３号機の原子炉格納容器内には、燃料と燃料
を覆っていた金属の被覆管などが溶け、冷えて固まっ
た「燃料デブリ」があります。原子炉格納容器内は、
放射線量がとても高いため、内部に入って長時間の
作業を行うことが難しい状況です。そこで、ロボットなど
を活用して原子炉建屋内の除染や原子炉格納容器
の破損状況の確認、燃料デブリの状態の調査が進め
られています。
　現在、初号機として２号機からの燃料デブリの取り
出し開始を目指し、準備が進められています。原子炉
格納容器の内部調査や燃料デブリのサンプリングで
得られた情報をもとに、小規模な燃料デブリの取り出し
を行い、その実績を踏まえ、段階的に大規模な燃料デ
ブリの取り出しが進められることになります。取り出した
燃料デブリは発電所構内に新設予定の保管設備で
保管されます。
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１． 汚染水対策の状況

２． 汚染水の浄化処理

３． タンクへの貯蔵の状況

４． ＡＬＰＳ処理水の処分方法
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■福島第一原子力発電所の汚染水対策

■ALPS処理水の海洋放出の設備の全体像

■汚染水対策の三つの基本方針と効果

資料提供：東京電力ホールディングス（株）

取り除く
汚染水の浄化処理を進めてリスクの低減を図る

【これまでの効果】
高濃度汚染水の浄化処理が２０１５年５月に完了し、高濃度
汚染水によるリスクが低減された。

近づけない
地下水が汚染源に触れないように取り組む

【これまでの効果】
原子炉建屋へ流入する雨水や地下水による汚染水の発生量が
約４７０㎥／日（２０１４年度平均）から約１３０㎥／日（２０２１年）ま
で減少した。

漏らさない
汚染水が漏えいするなどして、環境に影響を与えることがないよ
うに取り組む

【これまでの効果】
発電所港湾内の海水中の放射性物質（セシウム）濃度が事故
直後と比較して、１００万分の１程度まで減少した。

　トリチウムは水素の仲間（同位体）で、原子力発電による核分裂や、リチウム６と中性子の反応で発生しますが、自然界では宇
宙線と大気中の窒素、酸素が反応することで生じ、主に水の状態で存在しています（降雨中に１～３ベクレル／リットル）。
　トリチウムを含む水は、水と同じように新陳代謝などによって排出されるため、人間の体や魚、貝などの海産物に蓄積されること
はほとんどなく、生物学的半減期は約１０日です。５～６％は有機物に取り込まれ、その生物学的半減期は短いもので４０日程度、
長いもので１年程度とされています。１ベクレルのトリチウムを飲み込んだ場合の被ばく量は、１ベクレルのセシウム１３７に比べて、
乳児で３００分の１、成人で７００分の１程度です。

◆トリチウムとは◆ワ ン ポ イ ント 情 報

■処理水ポータルサイト 

資料提供：東京電力ホールディングス（株） 

東京電力ホールディングス（株）

①多核種除去設備による汚染水浄化
　２０１５年５月に一部を除く高濃度汚染水の
　　浄化処理完了

③セシウム吸着装置による
　建屋内滞留水処理
　２０１１年６月より運用開始

②トレンチ内の汚染水除去
　２０１７年３月に対策完了

④地下水バイパス揚水井からの
　地下水汲み上げ
　２０１４年５月より排水開始

⑥凍土方式の陸側遮水壁の設置
　２０１８年３月におおむね完成

⑦雨水の土壌浸透を抑える
　敷地舗装(フェーシング)
　２０１６年３月に対策完了

⑤建屋近傍の井戸(サブドレン)からの
　地下水汲み上げ
　２０１５年９月より排水開始

⑧水ガラスによる地盤改良
　２０１６年３月に原子炉建屋周辺等を除き完了

⑩タンクの増設
　(溶接型へのリプレース等)
　２０１９年３月に信頼性の高い溶接型へ移送完了

⑪地下水ドレンからの地下水汲み上げ
　２０１５年９月より排水開始

⑨海側遮水壁の設置
　２０１５年10月に設置完了

タンクタンクタンク

⑦　敷地舗装
（フェーシング）　

⑤
建屋近傍(サブドレン)
からの地下水汲み上げ雨

④地下水バイパス
　揚水井からの
　地下水汲み上げ

雨

⑥陸側遮水壁 ⑥陸側遮水壁

⑨海側遮水壁

ウェルポイント

⑤
建屋近傍(サブドレン)
からの地下水汲み上げ

⑧
地盤改良

汲み上げ
②

トレンチ内の
汚染水除去

海水面

地下水位 原子炉建屋

タービン
建屋

セシウム・
ストロンチウム
除去後に淡水化

①
多核種除去
設備等

⑩タンクの増設
地下水汲み上げ

上部透水層(水を通しやすい地層)
難透水層(水を通しにくい地層)

難透水層(水を通しにくい地層)

下部透水層(水を通しやすい地層)

地下水ドレン

※イメージ

資料提供：東京電力ホールディングス（株）

⑪

③

②希釈設備
海水希釈後のトリチウム濃度が１，５００ベクレル／
リットル※未満となるよう、１００倍以上の海水で十分
に希釈する。なお、年間トリチウム放出量は２２兆
ベクレル※を下回る水準とする。
・海水希釈後のトリチウム濃度は、ＡＬＰＳ処理水の
　流量と希釈する海水の流量をリアルタイムに監視
　し、両方の割合で希釈後の　水が１，５００ベクレル／
　リットルを下回る　ことを確認する。
・海水希釈後のＡＬＰＳ処理水について、放出中毎日
　サンプリングし、そのトリチウム濃度が１，５００ベク
　レル／リットルを確実に下回っていることを確認し、
　速やかに公表する。
・当面の間は海洋放出前の混合・希釈の状況で放水
　立杭を活用して直接確認した後、放出を開始する。
※告示濃度限度（６０，０００ベクレル／リットル）の４０分の１であり、
　ＷＨＯ飲料水基準（１０，０００ベクレル／リットル）の７分の１程度

③取水・放水設備
取水設備については、港湾内の放射性物質の影響
を避けるため、港湾外からの取水とする。放水設備
については、放出した水が取水した海水に再循環
することを抑制するため海底トンネル（約１ｋｍ）を
経由して放出する。

①測定・確認用設備
ＡＬＰＳ処理水に含まれるトリチウム、６２核種、炭素
１４を希釈放出前に測定（第三者機関による測定を
含む）し、６２核種および炭素１４が環境への放出に
関する規制基準値を確実に下回るまで浄化されて
いることを確認する。

④異常時の措置
希釈用の海水ポンプが停止した場合は、緊急遮断
弁を速やかに閉じて放出を停止する。また、海域モ
ニタリングで異常値が確認された場合も、一旦放出
を停止する。
・緊急遮断弁は、津波対策の観点から防潮堤内に
　1台、放出量最小化の観点から希釈海水と混合する 
　手前に１台、計２台を設置し、多重性を備える。
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　山側から海側へ流れている地下水や破損した建屋から
流入する雨水などが原子炉建屋へ流れ込んでいます。そ
の流入した水が燃料デブリに接触し建屋内に溜まってい
る高濃度の放射性物質を含む水と混ざることで汚染水が
新たに発生しています。
　汚染水対策は、汚染源を「取り除く」、汚染源に水を「近
づけない」、汚染水を「漏らさない」という三つの基本方針
に沿って、地下水を安定的に制御するための重層的な対
策が進められています。

　汚染水に含まれる放射性物質によるリスクを低減させ
るため、浄化処理を行っています。まず、セシウム吸着装
置で汚染水に含まれる放射性物質の大部分を占めるセ
シウムを取り除きます。次に、淡水化装置で塩分を分離さ
せます。この塩分を分離した淡水側の水は、燃料デブリ
を冷やす水として原子炉内に注水し再利用しています。
一方、淡水化装置で分離した塩水側の水は多核種除
去設備（ＡＬＰＳ）で浄化処理することによって、トリチウム
以外の大部分の放射性核種を取り除いています。

　２０２２年１２月２２日現在、敷地内には１,０６６基のタンクが
設置され、約１３２万トンの水が保管されています。タンクに
は、セシウムを取り除いた水（ストロンチウム処理水）と多核

種除去設備で処理した水（ＡＬＰＳ処理水等）が保管されて
いますが、ＡＬＰＳ処理水等が全体の９９％を占めています。
　事故から２年後頃までは、ＡＬＰＳの設備導入を検討して
いる段階であったため、セシウム以外の放射性物質が除
去できていない高濃度汚染水があり、その時期はタンクに
貯蔵する際の放射性物質の濃度の基準を下回ることを優
先していたため、環境へ処分するための基準を満たしてい
ない処理途上水もタンクに貯蔵されています。これらは、処
分するための基準が満たされるまで浄化処理されますが、
その間タンクに貯蔵されています（保管中の水の約７割）。

　タンクに保管しているＡＬＰＳ処理水などについては、
２０２１年４月１３日に政府により決定された｢東京電力ホー
ルディングス株式会社福島第一原子力発電所における多
核種除去設備等処理水の処分に関する基本方針｣を踏
まえた対応を徹底すべく、取り組みが行われています。

　ＡＬＰＳ処理水の海洋放出にあたっては、法令に基づ
く安全基準などの順守はもとより、関連する国際法や国
際慣行に基づくとともに、人および環境への放射線影響
評価※により、放出する水が安全な水であることを確実
にして、公衆や周辺環境、農林水産品の安全を確保す
るとしています。
　ＡＬＰＳ処理水などの取り扱いにあたり、環境へ放出する
場合は、トリチウム以外の放射性物質が安全に関する国の
規制基準(告示濃度比総和１未満)を満たすまで、多核種除
去設備などで浄化処理されます。放出の際は、取水した海
水と混合し、十分に希釈されます。放出量については、当面
は事故前の福島第一原子力発電所の放出管理目標値で
ある年間２２兆ベクレルの範囲内で行い、廃炉の進捗などに
応じて適宜見直すとしています。
※海洋環境に及ぼす潜在的な影響を含む
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出典：ふくしま復興のあゆみ（第３０.２版）

■福島県内の空間放射線量の推移

■原子力災害に伴う避難指示区域等の状況

※国土地理院「基盤地図情報数
　値標高モデル（10mメッシュ）」、
　国土交通省国土政策局「国土
　数値情報（行政区界、道路）」を
　使用し作成。

2011年4月12日～16日 凡例
県庁・市町村役場
主要道路

推定値 （μSv/h）

0.0－0.1
0.1－0.2
0.2－0.3
0.3－0.4
0.4－0.6
0.6－0.8
0.8－1.0
1.0－1.2
1.2－1.4
1.4－1.6
1.6－1.8
1.8－2.0
2.0－2.5
2.5－3.0
3.0以上

ｘ 双葉町田村市

川内村
楢葉町

飯舘村

川俣町

富岡町

浪江町

南相馬市

葛尾村

20km

浪江町
2023年3月
約661ha

飯舘村
2023年春
約186ha

葛尾村
2022年
6月12日
解除
約95ha

双葉町
2022年
8月30日
解除

約555ha

富岡町
2023年春
約390ha

大熊町
2022年
6月30日
解除

約860ha

大熊町

広野町いわき市

避難指示が解除された区域

・年間積算線量50ミリシーベルト超
・立ち入り原則禁止・宿泊禁止帰還困難区域

特定復興再生拠点区域

福島第一
原子力発電所
福島第一
原子力発電所

避難指示区域・
特定復興再生拠点区域における避難指示解除の目標

■避難指示区域の状況
●ふくしま復興ステーション

出典：厚生労働省「食品中の放射性物質の新たな基準値について」などより作成

50
50
10
100

乳児用食品
牛乳
飲料水
一般食品

食品基準値の
考え方

1,200

400
1,000
1,000
1,250

食品群

各国
日本 米国 EU

被ばく線量が年間
1ミリシーベルト以内
になるように設定。
一般食品は50％、
飲料水と牛乳、乳
児用食品は100％
が汚染されていると
仮定して算出。

被ばく線量が年間
5ミリシーベルト以
内になるように設
定。食品中の30％
が汚染されていると
仮定して算出。

被ばく線量が年間
1ミリシーベルト以
内になるように設
定。食品中の10％
が汚染されていると
仮定して算出。

■食品１キログラムあたりの放射性セシウムの基準値
　（単位：ベクレル／キログラム）

※基準値は、食品や飲料水から受ける線量を一定レベル以下にするためのものであり、安全
　と危険の境目ではありません。
　また、各国で食品の摂取量や放射性物質を含む食品の割合の仮定値等の影響を考慮し
　てあり、数値だけを比べることはできません。

●福島県の成人住民が、事故発生から１年の間に受
　けた放射線の推計量は、約１～１０ミリシーベルト。
　特に放射線の影響を受けやすい１歳児では、成人
　の約２倍。
●甲状腺への影響については、成人が最大３５ミリ
　シーベルト、１歳児が約８０ミリシーベルトと推計。
　チョルノービリ事故による被ばくと比較し、甲状腺
　がんが多数発生すると考える必要はない。
●胎児や幼少期・小児期に被ばくした人の白血病や
　乳がんの発生数の変化は、今のところ不確かさの
　範囲にとどまること、また、被ばくした人の子孫に遺
　伝性の影響が増加することはない。

■厚生労働省 
●東日本大震災関連情報
　食品中の放射性物質

出典：ふくしま復興のあゆみ（第３1.1版）

※帰還困難区域で実施した走行サーベイ
   （２０２１年８月２９日～１０月３日実施）の
   測定結果を追加

２０２１年４月７日～７月２日

　福島イノベーション・コースト構想とは、東日本大震災および原子力災害によって失われた福島県浜通り地域などの産業を回復するため、新たな
産業基盤の構築を目指す国家プロジェクトです。三つの柱を軸に、浜通り地域などにおいて、重点分野に位置づけられる廃炉、ロボット・ドローン、
エネルギー・環境・リサイクル、農林水産業、医療関連、航空宇宙の各分野の具体化を進めるとともに、その実現に向けた産業集積や人材育成、交
流人口の拡大、情報発信、生活環境の整備など多岐にわたる基盤整備に取り組むとしています。

◆福島イノベーション・コースト構想◆ワ ン ポ イ ント 情 報

構想実現のための
三つの柱
１.あらゆるチャレンジが可能な
　地域
浜通り地域等がさまざまな分
野における新たなチャレンジを
実施できる地域になることを
目指す。
２.地域の企業が主役 
最先端分野だけでなく、地元
企業が幅広く構想に参画でき
るよう地元企業と進出企業の
連携を広域的に進める。
３.構想を支える人材育成
地域でイノベーションを生み
出す人材や産業集積を支え
る人材の育成を進める。

■各分野の研究拠点・主要プロジェクト■主要プロジェクトの主な施設マップ

【福島国際研究教育機構】の設立
これまで整備した福島イノベーション・コースト構想関連施設などと一体
となって、新産業の創出、国際競争力の強化に資する研究開発や人
材育成などの司令塔機能をもつ、構想の中核を担う【福島国際研究教
育機構】が浪江町に設立されることが、2022年9月に決定しました。

出典：ふくしま復興のあゆみ（第31.２版）

■世界有数の再エネ由来の水素製
　造実証拠点｢福島水素エネルギー
　研究フィールド｣（浪江町）で製造
　した水素から発電する燃料電池を
　あづま総合運動公園とＪヴィレッ
　ジに設置し、両施設へ電気を供給

エネルギー・環境・
リサイクル

Ｊヴィレッジの
燃料電池

あづま総合
運動公園の
燃料電池

先端的な再生可能エネルギー・リサイクル技術の確立へ
■福島ロボットテストフィールド
　に研究室を持つテトラ・アビ
　エーション
　（株）による
　空飛ぶクル
　マの開発

■県内企業の取引拡大等を目的に
　開催している製造・技術を紹介す
　る｢ロボット・航
　空宇宙フェスタ
　ふくしま２０２１｣

航空宇宙

（２０２１.11ビッグパレットふくしま）

〝次世代航空モビリティ〟の開発や県内企業の取引拡大

■陸・海・空のフィールドロボットの
　一大開発実
　証拠点（南相
　馬市、浪江町）

■（株）デンソーによる無人航空
　機を用いた橋
　梁点検サービ
　スの実証実験

ロボット・ドローン 福島ロボットテストフィールドを
核としてロボット産業を集積 ■県立医科大学｢医療‐産業トランスレーショナル

　リサーチセンター」の研究成果を活用した浜
　通り企業等への支援を行う｢浜通りサテライト｣
　を２０２１年
　１１月に開設
　（南相馬市）

■医療機器の開発から事業化
　までを一体的に支援する
　｢ふくしま医療機器開発支
　援センター｣（郡山市）

医療関連 技術開発支援を通じ企業の販路を開拓

■廃炉作業などに必要な実証
　試験を実施する｢楢葉遠隔
　技術開発セ
　ンター｣（楢
　葉町）

■｢大熊分析・研究セ
　ンター｣（大熊町）

■廃炉環境国際共同
　研究センター（富岡
　町）

廃　炉 国内外の英知を結集した技術開発
■ＩCTやロボット技術の開発・実
　証を進め、これらを取り入れた
　先進的な農林水
　産業を全国に先
　駆けて実施

■県産水産物の高付加価値化、
　加工技術の開発、放射性物質
　対策に取り組
　む｢水産海洋
　研究センター｣
　（いわき市）

農林水産業 ICTやロボット技術を活用 農林水産業の再生
相馬ＬＮＧ基地水産資源研究所

県立医科大学医療‐産業
トランスレーショナル
リサーチセンター浜通り
サテライト
浜地域農業
再生研究センター

福島ロボット
テストフィールド

福島水素エネルギー
研究フィールド

東日本大震災・
原子力災害伝承館

大熊分析・
研究センター

廃炉環境国際共同
研究センター

石炭ガス化
複合発電（ＩＧＣＣ）

水産海洋研究センター

Ｊヴィレッジ

楢葉遠隔技術
開発センター

新地町

相馬市

南相馬市

飯館村
川俣町

浪江町葛尾村

田村市

川内村

いわき市

双葉町

大熊町

富岡町

広野町
楢葉町

先端技術の導入による新しい農業の推進

沿岸部・阿武隈地域共用送電線による再エネエリア

福島イノベーション・コースト構想

ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル☞

福
島
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一
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置
に
向
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　福島第一原子力発電所の事故では、主に放射性ヨウ
素や放射性セシウムが環境中に放出されました。これらの
放射性物質は主に２０１１年３月１２日～１５日にかけて放
出され、風に乗って広まり、雨によって地上に降下しました。
　生活する空間で受ける放射線の量を減らすため、除染
（放射性物質の除去、土で覆う等）が行われ、２０１８年３月ま
でに帰還困難区域を除く地域の除染が完了しています。除
染によって除去した土壌等については、仮置場を経て中間
貯蔵施設へ搬出されます。輸送が開始された２０１５年３月
から２０２２年１１月末までに、約１，３３６万㎥が輸送され、対
象５２市町村のうち４６市町村の輸送が完了しました。福島
県内に仮置きされている除去土壌等（帰還困難区域を除
く）の搬入は２０２１年度末までにおおむね完了し、現在は、
特定復興再生拠点区域等において発生した除去土壌等
の搬入が進められています。国、福島県、大熊町、双葉町
で締結した安全協定に基づき、現地確認や環境モニタリン
グを行い、安全・安心を確保しています。
　なお、中間貯蔵施設で一定期間保管された除去土壌
等は、貯蔵開始から３０年以内（２０４５年３月まで）に福島
県外で最終処分を行うことが法律で定められています。
　このように除染が進んだことなどから、福島県の空間線
量率は２０１１年４月時点に比べて大幅に低下しています。

　事故で放出・拡散された放射性物質による被ばくから

住民を防護するため、国から避難指示が発出され、多く
の住民が避難を余儀なくされました。福島県の避難者は
２０１２年５月の約１６万人をピークに減少し、現在もなお、
約２万９千人を超える方々が避難を続けています。
　避難指示解除の要件は、①空間線量率で推定され
た年間積算線量が２０ミリシーベルト以下になることが
確実であること、②電気、ガス、上下水道、主要交通網、
通信など日常生活に必須なインフラや医療・介護・郵便
などの生活関連サービスがおおむね復旧すること、子ど
もの生活環境を中心とする除染作業が十分に進捗する
こと、③福島県、市町村、住民との十分な協議が必要な
こととされています。
　避難指示区域は順次解除が進み、２０２０年３月には、
帰還困難区域以外のすべての地域の避難指示が解除
されました。帰還困難区域においても、特定復興再生拠
点区域復興再生計画に基づき、復興・再生が進められ、
２０２２年６月には葛尾村・大熊町、同年８月には双葉町の
特定復興再生拠点区域の避難指示が解除されました。

国際的な専門家集団の国連科学委員会（ＵＮＳＣＥＡＲ）
は、福島第一原子力発電所の事故による放射線被ばくに
ついての評価を公表しています。

　このほか、世界保健機関（WHO、Wor ld Hea l th 
Organaization）の健康評価でも、がんの発生率が増加
する可能性は低いとしています。また、日本学術会議で
は、生後０～１８歳の子どもにスポットを当て、これまでに発
表されている放射線の影響や線量評価に関する科学的
知見の妥当性を確認しています。 

　福島第一原子力発電所の事故を受け、厚生労働省は、

食品の安全と安心を確保するための基準値（食品中の放
射性物質に係る基準値）を設定しました。
　自治体では、この基準値をもとに、食品の検査が行
われています。基準値を超えた食品は、出荷制限など
の措置がとられ、流通が止められます。検査状況は、
厚生労働省や各自治体ホームページなどで公開され
ています。
　２０２１年４月～２０２２年３月に検査した４１,３６１件の
うち、基準値を超えた食品は１５７件で、全体に占める割
合は０．３８％でした（出典:厚生労働省資料）。
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